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医療法人の事業報告書等及び経営情報等の電子的届出に係る 

報告システムについて（再周知） 

 

 標題の件につきまして、「医療法人の事業報告書等及び経営情報等の電子的届

出に係る報告システムについて（周知）（令和６年１２月１１日付・日行連発第

１２２９号）」にて周知しておりますが、今般、厚生労働省から、行政手続効率

化と医療法人の利便性向上を図る観点から、電子的な提出をより一層推進して

いくため、改めて別添のとおり周知依頼がありましたので、お知らせいたします。 

 本件については、日行連会員サイトにて周知いたしますが、各単位会におかれ

ましても会員への周知にご協力くださいますようお願い申し上げます。 

 

【別添】 

・医療法人の事業報告書等及び経営情報等の電子的届出に係る報告システムに

ついて（再周知依頼）（令和７年１月３１日付・事務連絡） 

・リーフレット 

 

以上 


